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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年3月21日～平成22年9月20日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 5,082 15.1 12 ― 20 ― 13 ―

22年3月期第2四半期 4,414 ― △41 ― △35 ― △35 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 0.87 ―

22年3月期第2四半期 △2.40 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 4,361 2,547 58.4 169.65
22年3月期 4,145 2,534 61.1 168.80

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  2,547百万円 22年3月期  2,534百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年3月21日～平成23年3月20日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,100 24.1 65 ― 77 ― 40 ― 2.66



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
【添付資料】Ｐ．３「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  15,015,129株 22年3月期  15,280,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  ―株 22年3月期  264,871株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  15,015,129株 22年3月期2Q  15,015,129株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気の回復の兆しがあるものの、円高の進行等により、企業

の業績は先行き不透明のまま推移いたしました。 

 当業界におきましても、個人消費の低迷による景気の先行き不安から取引先が店舗への設備投資を控える状況が

続いており、工事の需要は減少傾向のまま推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、大手ゼネコンからの受注、休眠顧客の掘り起

し、新規優良顧客の開拓に注力するとともに、原価の圧縮、経費の削減に努めてまいりました。しかしながら、需

要の減少に伴う受注競争の激化により売上総利益率は伸長せず、貸倒引当金の増加等により営業利益は計画に達し

ませんでした。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高5,082百万円（前年同期比15.1％増）となり、営業利益

12百万円（前年同期は41百万円の営業損失）、経常利益20百万円（前年同期は35百万円の経常損失）、四半期純利

益13百万円（前年同期は35百万円の四半期純損失）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（内装工事事業） 

 当事業は、専業工事業務と総合工事業務により構成されております。 

専業工事業務 

 専業工事業務におきましては、安定受注先のインシェアの確保、特定得意先への営業強化を図り、増えつつある

工事案件の受注獲得に努めてまいりました。 

 この結果、専業工事業務の売上高は1,257百万円（前年同期比6.0％減）となりました。 

  

総合工事業務 

 総合工事業務におきましては、大手ゼネコンからの受注、優良得意先への集中営業、出店情報の収集に注力して

まいりました。 

 この結果、総合工事業務の売上高は1,320百万円（前年同期比1.0％減）となりました。 

  

（情報通信事業） 

 情報通信事業におきましては、子会社の株式会社エヌ・アイ・エル・テレコムが展開しており、携帯電話販売店

のイベント実施により来店を誘引し、新規契約数の増加を図りました。しかしながら、代理店手数料の減少等によ

り、売上高は前年に比べ減少いたしました。 

 この結果、情報通信事業の売上高は1,008百万円（前年同期比17.2％減）となりました。 

  

（清掃・メンテナンス事業） 

 清掃・メンテナンス事業におきましては、子会社のファシリティーマネジメント株式会社が展開しており、アミ

ューズメント施設等の設備改修監理の受注が計画を上回るとともに、経費の圧縮計画も達成することができまし

た。 

 この結果、清掃・メンテナンス事業の売上高は714百万円（前年同期比36.0％増）となりました。 

  

（人材派遣事業） 

 人材派遣事業におきましては、子会社のディーナネットワーク株式会社が展開しており、パチンコ店舗をはじめ

アミューズメント施設へのスタッフ派遣などを行っておりますが、得意先においては、派遣から社員採用へ変化し

ていることもあり、これを補う新しい商品開発を進めております。 

 この結果、人材派遣事業の売上高は781百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて215百万円増加し、4,361百万円となりまし

た。これは、流動資産は現金預金、受取手形・完成工事未収入金等の増加や未成工事支出金が減少したこと等によ

り161百万円増加し、固定資産は子会社の株式取得に伴うのれんの計上等により53百万円増加したことなどによる

ものです。 

 負債は、前連結会計年度末に比べて202百万円増加し、1,814百万円となりました。これは、短期借入金が200百

万円増加したことなどによるものです。 

 純資産は、当期純利益を計上したこと等により前連結会計年度末に比べて12百万円増加し、2,547百万円となり

ました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ10百万円減少し、902百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 営業活動の結果使用した資金は0.2百万円（前年同四半期は30百万円の使用）となりました。 

 これは主に、売上債権の減少43百万円およびたな卸資産の減少115百万円等の増加要因と法人税等の支払91百万

円、仕入債務の減少71百万円の減少要因を反映したものであります。 

 投資活動の結果使用した資金は209百万円（前年同四半期は117百万円の使用）となりました。 

 これは主に、定期預金の預入による支出100百万円、有形固定資産の取得による支出25百万円及び連結の範囲の

変更を伴う子会社株式の取得による支出90百万円があったこと等によるものであります。 

 財務活動の結果獲得した資金は199百万円（前年同四半期は200百万円の使用）となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入が純額で200百万円あったこと等によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 通期連結業績予想については、下期において「店舗トータルサービス」をグループをあげて展開し、ゼネコン等

への営業を強化するとともに、工事利益率の改善やグループ各社での経費削減に努めることにより、期初業績予想

値を確保する見込みのため、平成22年７月30日付で株式会社日商インターライフが公表した平成23年３月期第１四

半期決算短信の業績予想から変更しておりません。 

 また、参考として個別(株式会社日商インターライフ)の業績予想を公表しておりましたが、今後、個別業績の開

示対象となるインターライフホールディングス株式会社は、純粋持株会社であり、その業績はグループ間取引によ

るものであるため、個別業績予想の開示は省略させていただきます。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 平成22年４月１日の株式取得に伴い、ディーナネットワーク株式会社を第１四半期連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ・完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期

間に着手した工事契約から、第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

契約（工期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

 なお、当第２四半期連結累計期間においては工事進行基準を適用している工事契約がないため、これによる売

上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

 また、セグメント情報に与える影響もありません。 

・企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

20年12月26日）を適用しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,022,228 913,032

受取手形・完成工事未収入金等 1,665,756 1,555,069

たな卸資産 122,828 160,705

未成工事支出金 324,767 402,161

その他 117,418 46,332

貸倒引当金 △47,382 △33,634

流動資産合計 3,205,616 3,043,667

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 836,589 812,916

減価償却累計額 △568,291 △556,313

建物・構築物（純額） 268,297 256,603

機械・運搬具 17,267 17,267

減価償却累計額 △16,830 △16,743

機械・運搬具（純額） 437 524

土地 293,251 293,251

その他 67,569 56,892

減価償却累計額 △48,322 △35,663

その他（純額） 19,247 21,228

有形固定資産計 581,233 571,607

無形固定資産   

のれん 127,007 71,750

その他 203,915 200,720

無形固定資産計 330,922 272,471

投資その他の資産   

投資有価証券 118,459 126,276

破産債権、更生債権等 384,924 357,341

その他 174,950 182,120

貸倒引当金 △434,759 △407,780

投資その他の資産計 243,574 257,958

固定資産合計 1,155,731 1,102,037

資産合計 4,361,347 4,145,705
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月20日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 906,085 971,111

短期借入金 400,000 200,000

未払法人税等 40,703 68,319

未払消費税等 35,098 －

未成工事受入金 23,464 38,123

賞与引当金 23,690 42,591

完成工事補償引当金 4,972 5,500

その他 260,069 199,019

流動負債合計 1,694,083 1,524,666

固定負債   

退職給付引当金 56,435 32,440

役員退職慰労引当金 42,096 41,371

その他 21,399 12,747

固定負債合計 119,931 86,559

負債合計 1,814,014 1,611,225

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 219,221 384,225

利益剰余金 △169,258 △182,294

自己株式 － △165,003

株主資本合計 2,549,963 2,536,927

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,629 △2,448

評価・換算差額等合計 △2,629 △2,448

純資産合計 2,547,333 2,534,479

負債純資産合計 4,361,347 4,145,705
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月21日 
 至 平成21年９月20日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成22年９月20日) 

売上高 4,414,211 5,082,354

売上原価 3,759,319 4,291,539

売上総利益 654,891 790,815

販売費及び一般管理費 696,364 778,182

営業利益又は営業損失（△） △41,473 12,632

営業外収益   

受取利息 450 633

受取配当金 32 28

受取賃貸料 － 8,582

その他 11,907 10,023

営業外収益合計 12,390 19,268

営業外費用   

支払利息 4,166 6,082

その他 2,309 5,499

営業外費用合計 6,475 11,581

経常利益又は経常損失（△） △35,558 20,319

特別利益   

固定資産売却益 1,041 －

投資有価証券売却益 6,553 925

賞与引当金戻入額 6,877 22,642

退職給付引当金戻入額 9,706 －

役員退職慰労引当金戻入額 2,250 1,391

その他 9,753 172

特別利益合計 36,181 25,130

特別損失   

固定資産除却損 1,674 28

投資有価証券売却損 482 －

その他 486 8,383

特別損失合計 2,643 8,412

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,020 37,037

法人税、住民税及び事業税 40,518 32,415

法人税等調整額 △6,555 △8,414

法人税等合計 33,962 24,001

四半期純利益又は四半期純損失（△） △35,982 13,035
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月21日 
 至 平成21年９月20日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成22年９月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△2,020 37,037

減価償却費 16,895 16,820

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17,132 3,947

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 107 724

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,276 △32,676

のれん償却額 3,986 7,317

貸倒引当金の増減額（△は減少） 41,955 40,726

受取利息及び受取配当金 △482 △661

支払利息 4,166 6,082

固定資産除却損 1,674 28

有形固定資産売却損益（△は益） △1,041 －

投資有価証券売却損益（△は益） △6,070 △925

売上債権の増減額（△は増加） 284,859 43,377

たな卸資産の増減額（△は増加） 186,675 115,271

仕入債務の増減額（△は減少） △503,851 △71,168

未払金の増減額（△は減少） △7,987 △56,322

その他 △742 △12,007

小計 △9,284 97,571

利息及び配当金の受取額 494 421

利息の支払額 △4,183 △6,333

法人税等の支払額 △17,775 △91,953

営業活動によるキャッシュ・フロー △30,748 △293

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △24,916 △25,468

有形固定資産の売却による収入 16,835 58

投資有価証券の取得による支出 △299 △298

投資有価証券の売却による収入 21,517 8,850

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△144,960 △90,918

貸付けによる支出 － △1,830

貸付金の回収による収入 1,829 969

定期預金の預入による支出 － △100,000

敷金及び保証金の回収による収入 12,747 208

その他 △673 △1,311

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,919 △209,742

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,400,000 800,000

短期借入金の返済による支出 △1,600,000 △600,000

その他 △775 △768

財務活動によるキャッシュ・フロー △200,775 199,231

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △349,443 △10,804

現金及び現金同等物の期首残高 1,514,646 912,917

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,165,203 902,112
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 該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年３月21日 至平成21年９月20日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年９月20日） 

（注）１．事業区分の方法  

  事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．事業区分の変更  

   事業区分につきましては、従来「内装工事事業」、「情報通信事業」、「清掃・メンテナンス事業」の３つ

に区分しておりましたが、人材派遣事業を行うディーナネットワーク株式会社を子会社化したため、第１四半

期連結会計期間より、「内装工事事業」、「情報通信事業」、「清掃・メンテナンス事業」、「人材派遣事

業」の４つに変更しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
内装工事事業
（千円） 

情報通信事
業 
（千円） 

清掃・メンテ
ナンス事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  2,670,760  1,218,088  525,361  4,414,211  －  4,414,211

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 10,718  －  14,786  25,504  △25,504  －

  計  2,681,478  1,218,088  540,148  4,439,715  △25,504  4,414,211

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 △110,665  40,490  33,114  △37,059  △4,413  △41,473

  
内装工事事
業 
（千円） 

情報通信
事業 
（千円） 

清掃・メン
テナンス事
業 
（千円） 

人材派遣事
業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 

（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  2,577,352  1,008,676  714,449  781,876  5,082,354  －  5,082,354

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 96,217  －  115,223  －  211,440  △211,440  －

  計  2,673,569  1,008,676  829,672  781,876  5,293,794  △211,440  5,082,354

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 △35,537  △18,901  56,954  11,258  13,773  △1,141  12,632

事業区分 事業の内容

内装工事事業 
インテリア及び不燃下地等の販売・施工管理、商業施設の企画・設計・制作・

施工監理 

情報通信事業 
移動体通信機器等の販売 

清掃・メンテナンス事

業 

店舗の清掃・メンテナンス 

人材派遣事業  
店舗へのスタッフ派遣 
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〔所在地別セグメント情報〕  

前第２半期連結累計期間（自平成21年３月21日 至平成21年９月20日）  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。  

当第２半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年９月20日）  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

〔海外売上高〕  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年３月21日 至平成21年９月20日）  

海外売上高がないため該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年９月20日）  

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 当社は、平成22年７月26日付で、自己株式の消却を行いました。この結果、当第２四半期連結会計期間において資

本剰余金が165百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が219百万円となっております。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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